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［論文］
農作業を通じた障がい者支援のプロセス

—就労継続支援事業所職員の実践—

飯場 聡子＊

The Process of Supporting Persons with 
Disabilities through Agricultural Work: 

Practices of Sta� at Continuous Employment Support Centers

Satoko IIBA＊

The purpose of this study is to clarify the process by which sta� at continuous  
employment support centers assists persons with disabilities through agricultural work. 
The interview data were analyzed using a modi�ed grounded theory approach. This  
resulted in the generation of 28 concepts, 4 subcategories, and 7 categories. The process 
by which sta� supports the employment of persons with disabilities through agricultural  
work begins with [Supporting the Expansion of Agricultural Roles]. Sta� then advance 
[Transition to Independent Workers] and [Cultivating Adaptability through Farm 
Work] while employing [Various Encouragement Methods]. Subsequently, sta� guides 
persons with disabilities to ful�ll responsibilities as community members. These sup-
port actions progress alongside [Deepening Relationships] between sta�, persons with 
disabilities, and their families. Furthermore, while recognizing the uncertainties and 
risks of failure inherent in agriculture, sta� entrust tasks to individuals with disabili-
ties. This suggests that sta�'s acceptance of ambiguity is crucial in placing that trust.
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１．研究の背景と目的

農福連携は，「農業と福祉が連携し，障がい者の
農業分野での活躍を通じて，農業経営の発展ととも
に障がい者の自信や生きがいを創出し，社会参画を
実現する取組（農福連携等推進会議，2024）」であ
る。近年は障がい者をはじめ高齢者，生活困窮者，
ひきこもりの状態にある人々へも対象を広げていく
など，農と福の持つ意味の広がりが生み出す新たな
価値創出に資する展開として注目されている。農業
分野では労働力確保の方策として，農業経営体で
の障がい者雇用や就労継続支援事業所（以下，事
業所）への作業委託といった事例が報告されてお
り（農林水産省，2025），職業訓練や作業分割，適
正配置，ナチュラルサポート等の工夫が行われて

いることが示されている（牛野他，2007；片倉他，
2007；中本，2019）。さらに，障がい者が「ゆらぎ」
の源泉となり，農業経営体に新たなナレッジを生み
出す事例も報告されている（済木・河野，2014）。
このように農業経営体の発展が期待される一方
で，農福連携の福祉的意義は単なる就労の場の確
保にとどまらず，「生きがいややりがいを見出して
働く場所や社会とつながる居場所（農福連携等推
進会議，2024）」を提供できる可能性にある。障が
い者の農業就労に関する支援者の実態調査では，
農業者に対しても福祉的意義を共有するアプロー
チの必要性が指摘されている（飯場・山端，2022）。
福祉的意義に関連する先行研究には，園芸活

動を通じて心身の健康や社会的関係の構築を促
す「園芸福祉」に関する研究（松尾，2013；武山， 
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2024；唐崎他，2016）をはじめ，障がい者がより
よい生活を実現していく過程を捉えた研究（井上・
中武，2021）など多様な成果が蓄積されている1）。
また，実践的資料としては，作業設計や配慮事項
を整理した手引き（農村工学研究所，2008）や，就
労支援機関における支援ノウハウを検討した報告
書（高齢・障害・求職者雇用支援機構，2023）があ
る。これらは支援方法や作業上の工夫を具体的に
提示している点に意義がある。しかし，農作業を
媒介とした支援実践がどのような判断や意図のも
とに組み立てられ，福祉的意義と経営的要請とい
う複数の条件を踏まえながらどのように構成されて
いるのかを，支援者の語りに基づいて体系的に分
析した研究は十分とはいえない。
こうした課題意識のもと，本研究では，福祉的
意義の実現を掲げて農業に参入する就労継続支援
事業所（以下，事業所）に着目する。事業所は障が
い者の社会参加を重視する一方で，工賃・賃金の
向上や農業経営の持続性といった要請にも応える
ことが求められている。さらに，農福連携の現場
では，参画主体の目的や立場が多様であり，その
取組の在り方にも幅が見られる。こうした多様性を
前提としながらも，障がい者の農業参加を「主体的
な社会参加を実現するための取組」として捉え，そ
の過程において事業所職員がどのような関わりを
行っているのかを明らかにすることは，福祉現場
における農作業支援方法の理解を深めるとともに，
農業に多様な人材が参入する現代の農業経営体に
とっても有効な知見となり得る。従って，本研究で
は農作業を主たる目的ではなく手段として位置づ
け，主体的な社会参加の実現を目指す支援者の関
わり方に焦点を当てる。すなわち，事業所の職員
が農作業を通じて利用者とどのように関わっている
のか，そのプロセスを明らかにすることを目的とす
る。本研究の成果は，福祉的アプローチの理解を
通じて，現場における支援方法の改善や農福連携
の実践的活用に資することが期待される。

２．研究方法

（１）調査協力者
分析で用いるデータは，農業生産活動を主たる
取組として行う事業所職員のインタビューデータ

である（表1）。本研究は，就労継続支援A型・B
型の制度差や栽培形態による比較を目的とするも
のではなく，農作業を媒介として利用者の主体的
な社会参画を支える支援実践のプロセスを明らか
にすることを目的としている。そのため，A型・
B型といった制度類型や，特定の栽培作目といっ
た属性を分析上の前提条件とはせず，これらを横
断して現場で共有されている支援上の判断や関わ
りの構造に着目し，「農作業を通じて利用者の就
労や生活に日常的に関わる職員」という研究目的
に即した条件のもとで調査協力者の範囲を設定し
た 2）。データ収集は2022年10月～2023年2月に
半構造化インタビューにより実施した。質問内容
は「成長が見られた利用者に対する具体的支援内
容 3）」，「支援の意図」，「支援の際の困難」，「保護
者及び職員間でのやりとり」である。調査時間は
平均1時間44分であった。なお，インタビュー
にあたり，調査趣旨，録音によるデータ収集，個
人情報の保護や公表方法等について調査協力者に
口頭と文書で説明し，同意を得た。

（２）データ分析方法
本研究は，修正版グラウンデッド・セオリー・
アプローチ（以下M-GTA）の手法（木下，2003,  
2020）に基づき分析を行った。M-GTAは人間の
社会的相互作用に関係した人間行動の予測に優
れ，プロセス的特性を持つ現象を明らかにする研
究に適している。本研究は，個々の就労継続支援
事業所職員の支援事例を論じるのではなく，当事
者の語りから農作業を通じた支援に共通する動き
を見いだし，体系的に分析することにより，農作
業支援方法の理解を深めることを目指している。
そのため，データに密着した分析から理論を生成
し 4），その結果の実践的活用を目的とするM-GTA
が本研究の目的に適っていると判断した。

M-GTAにおける分析とは，データのコーディ
ングと深い解釈とを一体で行うことであり，その
際には分析テーマと分析焦点者の視点からデータ
を見ていく。本研究は分析焦点者を「農業生産を
行う就労継続支援事業所で利用者の支援を行う職
員」と設定し，分析テーマはデータとのすり合わ
せにより推敲を重ね，福祉分野の質的研究の経験
を有する研究者のスーパーバイズを受けて，最終
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的に「農作業の支援を通じて利用者の社会参加を
生み出すプロセス」とした。データ分析の際には，
分析テーマと分析焦点者を意識しながら逐語録を
読み込み，最も発話内容の深い調査協力者Aの逐
語録から分析テーマと関連の深い部分を具体例と
して，最初の概念を生成した。概念生成の際には，
概念ごとに分析ワークシートを作成し，概念名・
定義・具体例・理論的メモを記入した。類似例が
あれば具体例欄に追記し，具体例と具体例の関係，
他の概念との関連性等を検討しながら概念名や定
義を適宜修正していった。他の調査協力者から得
られたデータについてもこの作業を繰り返し，既
存概念の修正や新規概念の生成，統廃合を行いつ
つ，概念間の関係性の検討を重ねた。こうした反
復的な検討の過程において，後続のデータは既存
の具体例を補強し，その適用範囲や意味内容をよ
り具体化することに寄与したが，概念そのものの
再定義やカテゴリー構成の再編成を要する状況は
生じなくなった。カテゴリー間の関係性も含めた
全体構造の整合性が保持され，理論としての説明
力が十分に確立したと判断された段階をもって，
本研究では理論的飽和に達したと判断した。
以上の検討を踏まえて，複数の概念からなるサ
ブカテゴリー及びカテゴリーの関係性を整理し，
その構造を分析結果図として示すとともに，概要

を簡潔に文書化した。分析内容は調査協力者4人
に妥当性を確認してもらい助言を受け，独断的な
解釈を防ぐよう努めた。

３．結果と考察

M-GTAの分析プロセスには，分析者である筆者
の解釈が反映されるため，ここでは考察を含めた分
析結果を記す。前章の手順で分析を行った結果，28
個の概念，4個のサブカテゴリー及び7個のカテゴ
リーが生成された5）（表2）。これらカテゴリー間の
関係から分析結果をまとめ，分析結果図として図1
に示す。以下では【カテゴリー】，〈サブカテゴリー〉，
及び“概念”を用いたストーリーラインを示す。

（１）ストーリーライン
就労継続支援事業所職員が農作業の支援を通
じて利用者の社会参加を生み出すプロセスは，ま
ず，“活躍業務の探索”から始まり，〈作業・役割
の提示〉，“作業適合の把握”，〈習熟指導〉のサイ
クルを回しながら，利用者ができる作業や役割
を段階的に増やしていく【農の役割拡大支援】を
行う。この支援を進める中で，農作業従事に伴う
大小さまざまな意思決定の場面を通じて，徐々
に【主体的作業者への転換】を促し，利用者の主
体性を育む。同時に，利用者の“作業姿勢から内
在課題を読み取”り，【農作業を通じた適応力養
成】を通してその役割にふさわしい行動やふるま
いを身に着け，組織や社会の一員としての責任を
果たせるよう指導する。このように主体性と社会
適応力の養成という異なる要素を統合する高度な
支援を進めるため，職員は作業の習得状況や進捗
状況，精神状態，その時々の利用者の反応に合わ
せて【あの手この手の促し】を用いる。これらの
支援行為は，〈協働者と進む〉ことや，利用者本
人と〈向き合う〉ことによる【関係性の深化】とと
もに進む。また，自然相手の農業がもたらす結果
の不確実性を認識し，失敗の可能性をも含みつつ
利用者に作業を任せるという【不透明さの受容】
が前提にある。こうした支援は，利用者が協力を
学び社会に積極的に関わる意識を育むことを目指
し，農作業を通じて【社会へつなぐ】方向へと向
かって行われている。

表１　調査協力者
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（２） カテゴリー，サブカテゴリー，概念の説明と
具体例

次に，見いだした【カテゴリー】を〈サブカテゴ

リー〉，“概念”及び「データ」を用いて説明する。
なお，データについては文脈を壊さないように配慮
しつつ，読みやすいよう一部加筆修正をしている。

表２　生成したカテゴリー，サブカテゴリー，概念および定義一覧
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１）農の役割拡大支援
利用者の社会参加に向けた農作業支援は，利
用者の【農の役割拡大支援】から始まる。能力が
未知数の利用者に対して，職員は「来てもらった
ら，大体はみんなある程度，同じ作業をしてもら
い」ながら，“活躍業務の探索”を行う。このとき，
利用者が今持っている能力や特性を発揮できるよ
う，「ペアでさせる」「座って出来る高さにする」な
ど“利用者に合わせる”ように工夫して〈作業・役
割の提示〉をする。そして作業の様子や利用者の
反応を観察し“作業適合の把握”をする。その過
程で「時間が必要で，なかなか難しい」ような場
合は，「ちょっとずつ，ああしてこうして」と“助
言を重ねる”。あるいは「そこにだけ手出し見極
めて，それ以外はそんなに手を出さない」という
ように“最小限のフォロー”をして，利用者が自
らの力でできるように少しずつ誘導していく。ま
た，農機具を扱う際に「作業に集中すると危険な
ので声をかけて」というように“注意喚起と安全教
育”を行う。こうした利用者一人一人に合わせた
サポートと安全への配慮を続ける〈習熟指導〉によ
り，「徐々にやり切ってくる」ようになる。

以上のような“活躍業務の探索”，〈作業・役割
の提示〉，“作業適合の把握”，〈習熟指導〉のサイ
クルが進んでいく過程で，職員は，利用者の個
性を把握しながら「この人ならきっちりしてるか
ら，きっちり土を入れてくれる」というように，
利用者に適した“活躍業務の探索”を進めてい
く。さらに，「人に指示出すのが苦手だったんで，
じゃあそれをあえてやろうか」と，“挑戦領域の
意図的提供”へと〈作業・役割の提示〉を広げて
いく。この“挑戦領域の意図的提供”は利用者が
努力で成しえないことを求めるわけではなく「頑
張ってうまくできるようになっていくっていうと
ころ」である。「それができたら，本人にもやり
がい出てくるだろうし」と潜在的な能力の表出に
よる意欲の醸成や，できることを増やし自信をつ
けるために行われる。このように【農の役割拡大
支援】においては，利用者が今持っている能力を
発揮して作業に参加できるようにする以上に，長
期的な視点で挑戦の機会を作り出すことに注力し
ている。その一方で，「成長にはある程度厳しい
関わりってのが必要なんですよね。でも厳しくす
ると来たくない。度合いにもよるんですけど，そ

図１　農作業の支援を通じて利用者の社会参加を生み出すプロセス
資料：筆者作成。
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の厳しさをどうやって出していくか」というよう
に，居場所であり成長の場でもある事業所の機能
を最大限に発揮しうる“安心と成長の役割バラン
スを模索”している。その結果，「いつもと調子
が違う人はちょっと簡単な作業へやって。けど，
早く終わったら他を手伝いに行ってと指示して」
というように，利用者の過大な負担にならないよ
う，状況に合わせて柔軟な“負荷調整”を行い，
居場所と成長の場を両立させようとしている。

２）主体的作業者への転換
【農の役割拡大支援】を通じて利用者が作業経
験を積むにつれて，その経験や知識をもとに，作
業内容・方法・手順などを“考えさせ，実行を促
す”ことや“利用者アイデアの採用”により【主体
的作業者への転換】を図っていく。
農作業を進める上では，微細な点から重要事項
まで，多岐にわたる意思決定が求められる。利用
者がその作業を実行しうる能力を持っていると
判断したときは，「あっちをやってくれてもいい
し，今やってる作業続けてもらってもいいし，ど
うする？」と利用者に意思決定を委ねたり，時に
は「ここはと思うところでは，突き放すこともあ
る。『自分らだけで考えて』」と厳しいとも感じら
れる態度を取ることで，利用者に“考えさせ，実
行を促す”。また，「こんな野菜が作ってみたいと
いう話が出てきたらなるべく叶える」というよう
に“利用者アイデアの採用”もする。このように
農作業における意思決定場面の多さを利用して，
利用者自ら考える機会を繰り返し作っていく。
【主体的作業者への転換】とは，「最初は作業手順
を僕が全部決めて，皆がついてくるだけだったん
で，そこをひっくり返さないとあかんので」とい
う発言が表している。すなわち，障がい者である
ことを理由に，保護者や関係者らの判断に従うこ
とが常態化していた状況から脱し，自ら考えて実
行に移すよう意識を変えることを目指すものであ
る。

３）農作業を通じた適応力養成
職員は【農の役割拡大支援】を進める中で，利
用者と日々接しながら，それぞれの社会参加に際
して障壁となる個別の課題を見いだしていく。例

えば，「本当に体調が悪いのか，やる気がなくて
やりたくないから悪いふりをしとるのかっていう
見極めとか，どういうふうな欠点というかね，甘
えた心があるなとか」というように“作業姿勢か
ら内在課題を読み取る”。内在課題とは，利用者
が社会に円滑に適応するために必要なコミュニ
ケーションスキル，困難を克服する力，自己管理
能力，社会人としてのマナーなど，社会で役割を
果たすための基盤となる能力である。職員は「人
のこと手伝わないんだったら自分のことばっかり
考えてとる人っていうのは，助けてくれんよ。自
分で選んでね」と，自己決定を尊重しつつ，利用
者が抱える“課題との対峙と脱却促し”を行う。
利用者が自己の課題を認識し，変化に向けて努力
することは，本人にとって苦しさを伴うこともあ
るが，本人も含め事業所全員で農作業を円滑に
進めるために取り組んでいくべき課題でもある。
この【農作業を通じた適応力養成】は「明日から
がんばれじゃなしに，半年一年の単位で見てく
よ，って。（略）定期的にそういう場面がぱっと見
られたときに，ぱっとこう見てて。」との発言が
表すように，日常の農作業の様々な場面で，長い
期間をかけて行われる。

４）あの手この手の促し
【主体的作業者への転換】では，利用者に自主性
を持たせ，自ら考えて行動する力を育てることが重
視される。一方，【農作業を通じた適応力養成】で
は，社会や職場で適切に対応できるように，指示
に従うことや，周囲との調和が求められる。利用
者が自分の考えを貫くことと，社会の期待に応える
ことが対立する場合があるため，【主体的作業者へ
の転換】と【農作業を通じた適応力養成】は一見相
反しているように見える。しかし，「白いよって言
われたら，はい白いですって言っちゃうような感じ
だったんで，これはだめやねと。で，やっぱ難しい
のが，仕事でやってく上では従ってもらって，指示
も聞いてもらわんと。」という発言が表すように，職
員は適応を，単に周囲に流されることではなく，社
会の中で自分をどのように表現し，位置づけるかと
して捉えている。そのため職員は，利用者が社会
の一員としての責任を果たしつつ，自分の意見や
価値観を表現できる人へと成長することを目指し
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て支援を行う。このように主体性と社会適応力の
養成という異なる要素を両立させるために，職員
は【あの手この手の促し】を活用する。【あの手この
手の促し】とは，「そのときどきのその人のメンタリ
ティも考えながら支援をしなきゃいけない中で，正
解はないんです。でも，何が一番いいかっていう
のを探りながらベストを提供してあげる」，「厳し
いこと言うとき，今言っていいのかどうか。優しく
もっていくのか，ズバッと厳しくダメ，ってもって
くのか，そこの見極めです」というように，作業の
進捗状況や利用者の習熟度，精神状態，その時々
の反応を見ながら臨機応変に態度や言動で対応す
ることである。
具体的には「ここのハウスでたった一人でこの
作業を1日でやりこなすって他の人おらんのやわ，
ありがとうね，助かるわ」といった“肯定的フィー
ドバック”を行う。また，「作業は大変だけど，ふ
ざけあったりしながら，会話の中で笑いがあって
の，達成感」というように“ユーモアや賞賛”を含
んだコミュニケーションを通じて，農作業の達成
感や喜びを提供したり，「作業さっさと終わらせ
て，残った時間は自由時間」といった“成果に対
する報酬付与”を利用する。さらに，農場のスケ
ジュールをこなす場面では「これしてなかったら
次の仕事できないから，大事なんや，この仕事」
と“心頼みメッセージ”を発して，利用者の積極
的な行動を引き出そうとする。他にも，利用者が
作業の必要性を自ら感じ取り，自主的に行動を起
こせるように，言葉による具体的な指示を避けて，
場の状況と職員の態度を通じて微妙なニュアンス
を雰囲気で伝えることもある。「自発的にさせるこ
とが大事で，やるしかない環境を，どうやって空
気で作るか，雰囲気で作るかですね。やらせちゃ
うと，それに対して小さな強制力が働いてしまう」
という職員の考えのもと，「だから，こうやって，
組み立前の段ボール見て，本人見て，『え，え，作
る？』みたいな。『…（無言）』みたいな。そういう
コミュニケーションもありますからね」といった
“非言語の指示”も使われる。

５）関係性の深化
これまで述べてきた一連の支援行為は，職員
間，職員と保護者，職員と利用者の間の【関係性

の深化】とともに展開する。すなわち，それら関
係性の深まりが支援行為の質を高め，支援行為に
よって関係性がさらに強化される。
今回の調査対象となった職員は，農作業現場

で日常的に利用者に接しているため，語りから
は，日常的に利用者と接する関係者間での「暗黙
の，あうんのバランス」を含めた〈協働者と進む〉
行為が読み取れた。「ある職員が怒ったら，こっ
ち側で話聞いて優しく」といった対応や，「利用者
の方もこの人になら言えるけどこの人になら言え
ない，ということがあるけれど，皆でフォローす
る」というように，職員のキャラクターや持って
いる情報を活かして“役割を紡ぎ合わせる”ことに
よって，利用者に対する関わりの効果を高めてい
る。また，保護者とは「今こんな状況でこうやっ
て笑っとるとか，やっぱりその生き生きしとる感
じをずっと母親と父親に伝えていく」といったや
り方で“保護者の理解を得る”。保護者との関係を
深めることにより，職員は「こんなことを仕掛け
るから頼みますよ」というように保護者の協力を
得，より効果的な支援を実現しようとしている。
【関係性の深化】には利用者と〈向き合う〉こと
によるものもある。職員は支援者の立場で利用者
と関わると同時に，仲間としての感覚も持ちつつ
接している。〈向き合う〉とは，形式的な対応を
するのではなく，利用者を個別の存在として真摯
に受け止め，全力で関わる姿勢を意味する。例え
ば「朝数秒会ったときでも『顔色悪いね』とか」，
といった“関心の表明”や，「普通に作業頼むし，
普通に誰といるのも変わらんへんような感じ」と
いうように“社会を同じくする”感覚で利用者に
接することを意味する。さらに，利用者が与えら
れた役割を責任感をもって遂行したり，体力的に
大変な作業に前向きに取り組むなど，真摯な作
業態度を引き出すために「私ももう汗だくになり
ながらみんなと作業する」というように，職員が
“規範的役割を務める”。以上のような職員間での
連携，保護者の理解，利用者との関係性は，「そ
ういうふうな繋がりが持てるような環境にしてく
から，こっちも突っ込めるし」との発言が表して
いる。つまり，画一的な対応ではなく，その人に
合った支援のために，一歩踏み込んだ本気の関わ
りを可能にしている。
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６）不透明さの受容
農業では，気象や土地の条件，作物の生育次第

で予測できない状況が起こり得る。これに伴い，
作業スケジュール，作業量，仕事内容も変化する。
作業量の変動や利用者の作業危険の増加，計画の
不確実性は職員にとってリスクとなる。しかし職員
は“農の不確実性”を認識すると同時に，その不確
実性故に，作業や役割の広い選択肢と，利用者自
ら考え実行する機会を見出している。事業所の農
福連携を「いい形に見せるだけの形を作って，表に
言うて『すごいでしょ』って言われるようなことに
固執」していた過去について語った職員は，その時
期のことを「いろいろチャレンジさせられない。失
敗するから，もうできる者だけでやるとか」と振り
返り，結果の不透明さを排除した動きが支援の本
来の目的と相反するものであったと述べている。失
敗の可能性があっても利用者の意欲を見定めなが
ら「はさみ，やってみたいならやろう，っていつも
言うんですよ。ただ，やる前に絶対声かけてな，一
緒にやろなって言って，興味とかやってみようは絶
対阻害しないようにしてます」というように，作業
や役割を任せようとする“作業の開放”の動きは，
農が持つ，あるいは失敗の可能性という【不透明さ
の受容】のもとに成り立っている。

７）社会へつなぐ
職員の願いは「いろんな社会資源を使えるよう

にしてあげて利用者が楽しく人生を送ること」で
あり，「それは与えるのじゃなくて自分らで勝ち取
るような形」を目指している。そのための一歩と
して「イチゴ狩りをさせてもらって，それで『今度
イチゴ狩りしたところで作業するよ』みたいな感
じでお膳立て」するなど，利用者の関心を引き出
しながら，“外部との交流環境創出”を図り，利用
者の世界を広げていく。さらに，「『農家さんの分
も草刈っておいて。なんやかんや協力してもらっ
とるで』って」というように“社会の一員行動の指
示”を通じて，利用者に社会での役割を経験させ，
参加の機会を提供する。また，利用者同士で教え
合い助け合う“チームワークによる農作業”を促
す。これらの活動は，利用者が自ら参加する社会
を選んでいるわけではないが，農業をツールとし
た社会参加の実践そのものである。「結局，皆に

承認されていくっていうのが，すごく大事なプロ
セス」と捉えて利用者の自己肯定感を高め，さら
なる社会参加に向けた基盤を築いている。

４．おわりに

本研究は，農作業を通じて利用者を支援するプ
ロセスを，就労継続支援事業所職員の経験の分析
から実証的に示したものである。M-GTAを用い
た分析からは【農の役割拡大支援】を土台に【主
体的作業者への転換】と【農作業を通じた適応力
養成】を働きかけることで，組織や社会の一員と
しての責任を果たせるよう導いていくプロセスで
あるということが明らかになった。以上の研究結
果を基に，福祉的アプローチの理解のために留意
すべき点について述べる。

1点目は，挑戦機会の提供に関するものであ
る。職員は利用者に合わせて作業工程の調整や作
業環境の工夫などにより，能力に見合った作業や
役割を提供する。この重要性は先行研究でも指
摘されている（片倉他，2007）。加えて，今回の
研究結果では，利用者の成長の余地も見込んだ作
業や役割の提供に特に尽力していることが示され
た。例えば，日常の農作業の中に少しずつハード
ルを設定し，利用者がそれを超えることで，その
作業が次第に適した仕事となるように工夫してい
る。このように，職員は居場所としての機能も提
供しつつ，利用者が成長できるように挑戦の機会
を提供することに注力している。つまり，職員が
考える障がい者に適する仕事とは，単に現在の能
力に合ったものだけでなく，段階的な挑戦を通じ
て適応させていくものも含まれる。このような視
点を踏まえれば，農業と福祉の連携を進めていく
際に，農業側も障がい者に挑戦の機会を提供する
ことが，連携の価値を高めるためには欠かせない
要素となると考えられる。

2点目は，障がい者の主体性を尊重した就労環
境の提供に関してである。網島（2018）は自律性
を高める過程における課題は，能力より意欲の欠
如が問題である可能性に触れ，訓練のみならず動
機付けを重視するアプローチの必要性を示唆して
いる。本研究では，事業所職員が障がい者の主体
的な社会参加を支援する視点に注目することで，
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【主体的作業者への転換】や【農作業を通じた適応
力養成】が導き出された。これらは作業能力向上
に直接的につながるものではないが，利用者が事
業所や地域の一員として意欲的に役割を果たして
いくために必要な支援である。労働生産性の向上
は，こうした取り組みの積み重ねによって結果的
にもたらされていた。このように，障がい者が単
なる補助的な存在として扱われるのではなく，社
会に貢献できる力を持つ個人として位置づけ，正
当に評価されることで，彼らの意欲を引き出すこ
とができる。主体性を尊重し，彼らが自らの意思
で社会に参加する環境が整うと，障がい者自身も
社会の一員としての誇りを持ちながら働くことが
できるようになり，結果的にその能力を最大限に
発揮できる。そのため，主体性の尊重は，単に労
働環境の質を向上させるだけでなく，長期的な労
働生産性の向上にも寄与することが期待される。
したがって，農業の活性化と両立させるべき重要
な点は，障がい者雇用・就労がもたらす労働生産
性向上が，単に社会的弱者としての位置づけや主
体性を奪われた形での単純労働や低賃金に依存す
るのではなく，彼らの主体性を尊重した形で実現
されるよう，十分に配慮する必要がある。

3点目は，職員による意思決定の支援に関して
である。利用者の作業参加を判断したり利用者の
意思決定を許可するのは，利用者ではなく職員で
あるため，職員がどの程度不透明さを受容できる
かが，利用者の役割拡大や主体的作業者への転換
の動きに影響する。加えて，自然を相手にする農
業特有の不確実な状況に職員と利用者が共に対応
しようとするとき，必然的に心頼みメッセージや
肯定的フィードバックが生まれることになる。阿
部（2013）は，職員からの頼られ体験が精神障が
い者の主体性獲得に不可欠であると指摘してお
り，本研究においても，変化する作業状況に対応
しようと発する声掛けが，利用者の主体性と適応
力を育むことが確認された。ただし，職員の不透
明さの受容は職員個人の資質のみに拠るものでは
なく，事業所の方針にも影響を受ける。例えば，
工賃向上を最優先する場合，コントロールできな
い不確実性を小さくし，効率性を重視するアプ
ローチが採られる可能性もある。したがって，農
作業支援の最終目的が，農業の生産性や効率を求

めた農業労働者としての社会参加なのか，利用者
の主体的社会参加を重視するのか，利用者を保護
すべき存在として捉えるのかによって，アプロー
チが異なることに留意する必要がある。
最後に，今後の課題について述べる。本研究で
は，農業を主な生産活動とする事業所の職員を対
象に，農作業を通じた支援プロセスを明らかにし
た。今後は，農業経営体における就労促進の観点
から，施設外就労などの形態で農業に関わってい
る事業所の職員や，受け入れ側の農業者の支援プ
ロセスについても分析を進める必要がある。これ
らの分析を比較することで，農業側と福祉側の立
場や目的の相違が農作業の支援プロセスに与える
影響を解明し，農福連携を推進するための具体的
な提案につながると考えられる。
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注
 1） 農業の福祉的意義についての先行研究は多数

ある。詳しくは，社会参加や生活の質向上と
の関連を包括的に整理したレビュー（Jaráb-
ková他，2022；Nazzaro他，2021）を参照さ
れたい。

 2） M-GTAでは，分析は研究計画上の関心に基づ
いて設定されたデータの範囲に関して行われ，
調査協力者の属性的な違い（制度類型や職種
等）は，分析の過程において理論的に意味を
持つと確認されない限り，分析条件としてあ
らかじめ組み込む必要がない（木下，2020）。
本研究においても，研究計画段階で設定した
「農作業を通じて利用者の社会参画を支える
支援者の関わり」という関心に基づき，農作
業を通じて利用者の就労や生活に日常的に関
わる職員を分析の対象範囲とした。職業指導
員・生活支援員といった職種区分は事業所ご
とに運用が異なり，小規模事業所では実務上
複数の役割を担う場合も多い。そのため本研
究では，職種名ではなく実際の関わり方を基
準として調査協力者を選定している。

 3） 本研究では，「成長」を研究者が事前に規定す
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るのではなく，実践者の語りの中からその意
味内容を明らかにする立場をとった。インタ
ビューでは，「変化が見られた利用者」や「以
前と比べて望ましい変容があったと感じた事
例」について具体的に語ってもらうよう依頼
した。その結果，「成長」は，社会の一員とし
ての責任を果たしつつ，自らの意見や価値観
を表現できるようになることとして整理され
た。

 4） M-GTAの理論とは，自然科学における普遍的
な法則や理論を指すものではなく，「一定程度
体系化された知であり，共有可能であるもの
（木下，2020: 311）」と定義される。分析テー
マに即して生成される限定的な理解の枠組み
であり，実践の場に還元され，実践者による
活用や省察を通じて修正・再構築されていく
知として位置づけられている。

 5） 本研究では，就労継続支援A型事業所および
B型事業所の職員が含まれているが，分析の結
果，制度類型の違いによって概念の意味内容
や構成が分かれることはなく，いずれの制度に
おいても確認される実践として整理された。
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